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ご質問について 

 

【質問１】 現法案では、子どもの出自を知る権利が十分に担保されておらず、特定

生殖補助医療法の当初の目的が達成されていないのではないか？ 

（答） 

議連にて 4 年以上に渡り議論され、その結果に基づいて制度設計されたもの。附則

に検討事項が盛り込まれており、まずは法案を成立させて、さらなる検討を期待し

たい。 

 

１ 本法案は、こどもの「出自を知る権利」に関する制度を初めて法制化するもので

あり、その在り方については、超党派議連において様々な議論がなされ、その議論

の結果に基づいて制度設計がされたところ。 

 

２ 本法案においては、提供型特定生殖補助医療により出生した子が、①その出生の

事実について公的な機関（国立成育医療研究センター）で確認できることとしたほ

か、②精子・卵子のドナーの個人を特定しない一定の情報については請求により必

ず入手できることとし、さらに、③同センターを通じたドナーとのやり取りの中で、

子が必要とする情報の提供をドナーに対して求めることができる等の制度を設け

た。 

 

３ ご意見の点に関しては、本法案附則第２条第２項に検討条項を設けており、今後

も継続的に検討していく。 

【参考】 

○特定生殖補助医療に関する法律（案） 

附 則 

（検討） 

第二条 〔略〕 

２ 特定生殖補助医療により出生した子が自らの出自に関する情報を知ることに

資する制度の在り方については、当該子の福祉を踏まえ、精子又は卵子の提供に

係る状況を考慮しつつ、この法律の公布後五年を目途として検討が加えられ、そ

の結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

３・４ 〔略〕 
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【質問２】 同性カップルや選択的シングルの人々について、法的婚姻状態にないこ

とを理由に特定生殖補助医療から排除することは違憲の疑いがないか？ 

（答） 

2020 年に成立した生殖補助医療法において定めた、第三者の精子・卵を用いて出生

した子との親子関係は法律婚を対象としており、法律婚以外のカップルにおいて

は、精子提供者が認知されうることになる。また、日本産科婦人科学会もこれま

で法律婚に限り、特定生殖補助医療の実施を認めてきた背景があり、まずは法案

を成立のさせて、さらなる検討を期待する。 

１ 特定生殖補助医療を受けることができる者の範囲については、超党派議連におい

て議論がなされたが、事実婚男女や同性カップル、選択的シングルも対象とするこ

とについて、各党の合意に至らなかったところ。 

 

２ また、法律婚夫婦については、第三者の精子又は卵子を用いる特定生殖補助医療

により子をもうけた場合、令和２年の生殖補助医療法及び民法により、子の出生の

段階で、夫婦と当該子の間における、法的な母子関係も法的な父子関係も確定する。 

このように、法律婚夫婦については、第三者の精子又は卵子を用いる特定生殖補

助医療により子をもうけた場合の親子関係に関する法整備がなされている。 

 

３ 一方、事実婚男女を対象とした場合には、例えば、第三者の提供精子による場合、 

  ① 子の出生の段階において、子を分娩した女性との法的な母子関係しか確定し

ないこと 

  ② （事実婚男女の男性は、出生した子と遺伝的なつながりがなく、認知ができ

ないため、）子の出生の段階において、法的な父が存在しないことから、当該子

は、父から監護・養育・扶養を受けたり、財産を相続したりすることが法律上

保障されていないこと 

  ③ ドナーによる認知・ドナーに対する強制認知のおそれがあること 

 など、法的な親子関係の定立・出生した子の法的地位の安定性の観点からも、課題

がある。 

 

４ 事実婚の男女カップルであってもこうした課題が存在するところ、同様に、同性

カップルや選択的シングルを対象とすることについても、様々な課題が存在するこ

とから、更なる検討が必要である。 

 

５ なお、日本産科婦人科学会の会告においても、提供精子を用いた人工授精は、法

律婚夫婦にのみ認められているところ。 

 

６ 以上から、まずは、法律婚夫婦に限定することとした。 
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７ ご意見の点に関しては、本法案附則第２条第１項に検討条項を設けており、今後

も継続的に検討していく。 

 

【参考】 

○特定生殖補助医療に関する法律（案） 

   附 則 

 （検討） 

第二条 特定生殖補助医療を受けることができる者の範囲については、特定生殖補助

医療により生まれる子の福祉を踏まえ、特定生殖補助医療により子をもうけること

を希望する者が置かれている状況に鑑み、この法律の公布後五年を目途として検討

が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

２～４ 〔略〕 
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【質問３】国外犯規定を含む厳重な刑事罰を設けることは過剰ではないか？ 

（答） 

海外で有償による精子・卵・杯の売買を認めると、法律の実効性が損なわれる。 

１ 財産上の利益の授受の禁止に係る罰則について 

  特定生殖補助医療に用いられる精子、卵子及び胚を経済取引の対象とすることは、

人となり得るものであるこれらを商品化する行為であり、これは人々の道徳感情を

著しく害するといえる。 

  また、精子、卵子及び胚が商品として取り扱われることは、価格を付けることを

通じてこれらに優劣を付けることにつながり、ひいては優生思想を助長し得る。 

  したがって、このような観点から、商業主義的な取扱いを排除する必要がある。 

  さらに、提供型特定生殖補助医療に用いられる精子や卵子の提供・そのあっせん

の公正性を確保し、提供型特定生殖補助医療に係る制度の適正な実施を確保する観

点からも、特定生殖補助医療に用いられる精子、卵子及び胚が経済取引の対象とさ

れないようにする必要がある。 

  以上のような保護法益の重要性に鑑み、特定生殖補助医療に用いられるための精

子、卵子及び胚の提供等並びにそのあっせんに係る利益の授受を禁止し、違反に対

して罰則を設けている。 

 

２ 国外犯について 

  日本人が海外に渡って、精子や卵子の売り買いや、有償で精子や卵子のあっせん

を受けること等が可能であっては、本法案で設けた規制の実効性が確保されなく

なってしまう。 

  そこで、特定生殖補助医療に用いられるための精子、卵子及び胚の提供等並びに

そのあっせんに係る利益の授受の禁止に違反する行為については、日本国民の国外

犯を処罰する規定を設けている。 


